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ハ ウジ ング （3 ) の電線 引出部 （3 1 ) 側 の面 （3 4 ) に 当接 した シール ドシ ェル （4 ) の箇所がハ
ウジング （3 ) とプ ロテ ク タ （5 ) とに挟み込 まれ た状態 で、ハ ウジ ング （3 ) の電線 引出部 （3 1 )
側 の面 （3 4 ) に設 け られ たハ ウ ジ ング側 ロ ック部 （3 5 、 3 6 ) とハ ウジ ング （3 ) の 電線 引出部
( 3 1 ) の外周 を覆 うよ うに配置 され る プ ロテ ク タ （5 ) の プ ロテク タ側 ロック部 （5 2 、 5 3 ) とが

互 いに係止 して、シール ドシ ェル （4 ) を プロテクタ （5 ) を介 してハ ウジング （3 ) に固定す る。



明 細 書

発明の名称 ：シール ドコネクタ

技術分野

[0001 ] 本発明は、端子を収容するハウジングにシール ドシェルを組み付けたシ一

ル ドコネクタに関する。

背景技術

[0002] 端子を収容するハウジングにシール ドシェルを組み付けたシール ドコネク

夕が、図 1及び図 2 に示されている。図 1及び図 2 において、シール ドコネ

クタ 1 0 0 は、端子 1 0 1 を収容するハウジング 1 0 2 と、ハウジング 1 0

2 の外周に配置されたシール ドシェル 1 0 3 とを備えている。ハウジング 1

0 2 の電線引出側 （図 2 の右側）の面 1 0 4 には、弾性を有するロックァ一

厶 1 0 5 が電線引出方向に突設されている。シール ドシェル 1 0 3 には、口

ックァ一厶 1 0 5 が係止される係止孔 1 0 6 が設けられている。

[0003] 上記構成において、ハウジング 1 0 2 にシール ドシェル 1 0 3 を装着 し、

ロックァ一厶 1 0 5 をシール ドシェル 1 0 3 の係止孔 1 0 6 に係止すること

により、シール ドシェル 1 0 3 がハウジング 1 0 2 に直接固定される。

[0004] また、上記に類似するシール ドコネクタが、特許文献 1 に記載されている

先行技術文献

特許文献

[0005] 特許文献1 ：特開 2 0 0 9 _ 8 7 8 8 8 号公報

発明の概要

[0006] ところで、上記シール ドコネクタ 1 0 0 にあっては、ハウジング 1 0 2 の

電線引出側の面 1 0 4 に設けたロックァ一厶 1 0 5 が橈むための長さが必要

であると共に橈むための領域を確保する必要がある。そのため、ハウジング

1 0 2 の電線引出側の面 1 0 4 に隙間S を空けてシール ドシェル 1 0 3 を配

置 しなければならず、この隙間S を確保するため、シール ドコネクタ 1 0 0



が大型化する。

[0007] 本発明は、ハ ウジングの電線引出側の面 にシール ドシェル を固定するため

の隙間を必要 とせず、小型化 を図ることがで きるシール ドコネクタを提供す

ることを目的 とする。

[0008] 本発明の実施形態 に係 るシール ドコネクタは、端子を収容 し、電線引出部

と前記電線引出部側の面 に設 け られたハ ウジング側 ロック部 とを有するハ ウ

ジングと、前記ハ ウジングの外周 に配置 されたシール ドシェル と、前記ハ ウ

ジング側 ロック部 と係止するプロテクタ側 ロック部 を有 し、前記ハ ウジング

の前記電線引出部の外周 を覆 うように配置 されるプロテクタとを備 える。前

記 / ゥヽジング側 ロック部 と前記 プロテクタ側 ロック部 とは、前記 / ゥヽジング

の前記電線弓I出部側の面 に当接 した前記シール ドシェルの箇所が前記ハ ウジ

ングと前記 プロテクタとに挟み込 まれた状態で、互いに係止 して、前記シ一

ル ドシェル を前記 プロテクタを介 して前記 / \ ウジングに固定する。

[0009] 上記構成 によれば、ハ ウジングにシール ドシェル及び プロテクタを組み込

む際、ハ ウジングの電線引出部側の面 に当接 したシール ドシェルの箇所 をハ

ウジングとプロテクタに挟み込み、 この状態でハ ゥジング側 ロック部 とプロ

テクタ側 ロック部 を係止することによ り、 シール ドシェル をプロテクタを介

してハ ウジングに固定する。 これによ り、ハ ウジングの電線引出部側の面 に

シール ドシェル を固定するための隙間が必要ないため、 シール ドコネクタの

小型化 を図ることがで きる。

[001 0] また、前記 プロテクタは、ベ一ス部材 と、前記べ一ス部材 とヒンジ部 を介

して連結 され、前記べ一ス部材の少な くとも組み付 け方向の領域 を開閉可能

に設 け られたカバ一 とを備 えてもよい。

[001 1] また、前記ハ ウジング側 ロック部及び前記 プロテクタ側 ロック部 は、左右

—対設 け られてもよい。前記一対のハ ウジング側 ロック部のそれぞれは、前

記電線引出部の電線引出方向に延び る被係止部 と、前記被係止部 に係止され

た前記 プロテクタ側 ロック部の前記電線引出方向への変移 を阻止するス 卜ッ

パ部 とを有 してもよい。前記一対のプロテクタ側 ロック部のそれぞれは、前



記電線引出方向の直交方向に橈み変形するアーム部 と、前記アーム部の先端

側に設けられた係止爪部 とを有 してもよい。前記プロテクタが前記電線引出

方向の直交方向より前記/ ゥジングに組み付けされると、前記ァ一厶部がそ

れぞれ互いに逆方向に橈み変形 して前記各係止爪部が前記被係止部に係止 し

てもよい。

[001 2 ] また、前記ハウジングは、一対のハウジング側補助 ロック部を有 してもよ

し、。前記プロテクタは、一対のプロテクタ側補助 ロック部を有 してもよい。

前記一対のハウジング側補助 ロック部のそれぞれは、前記電線引出部の前記

電線引出方向に延びる位置規制部 と、前記プロテクタ側補助 ロック部の前記

電線引出方向への変移を阻止するス 卜ツバ部 とを有 してもよい。前記プロテ

クタが前記電線引出方向の直交方向より前記ハウジングに組み付けされると

、前記一対のプロテクタ側補助 ロック部は、前記一対のハウジング側補助 口

ック部の前記各位置規制部 と前記各ス 卜ツバ部に係止 してもよい。

図面の簡単な説明

[001 3 ] [ 図 1] 図 1 は、関連するシール ドコネクタの組立斜視図である。

[ 図2] 図 2 は、関連するシール ドコネクタの横断面図である。

[ 図3] 図 3 は、本発明の一実施形態に係るシール ドコネクタの組立斜視図であ

る。

[ 図4 ] 図 4 は、本発明の一実施形態に係るシール ドコネクタの分解斜視図であ

る。

[ 図5] 図 5 は、本発明の一実施形態に係るシール ドコネクタの要部の斜視図で

ある。

[ 図6] 図 6 は、本発明の一実施形態に係るシール ドコネクタの縦断面図である

[ 図7] 図 7 は、本発明の一実施形態に係るシール ドコネクタの横断面図である

[ 図8] 図 8 は、本発明の一実施形態に係る口ック部などの構造を説明する縦断

面図である。



[ 図 9] 図 9 は、本発 明の一実施形態 に係 る口ック部 な どの構造 を説明する一部

破断 した斜視 図である。

発明を実施するための形態

[0014] 以 下、本発 明の一実施形態 を図面 に基 づいて説明する。

[001 5] 図 3 〜図 9 は、本発 明の一実施形態 を示す。本実施形態のシール ドコネク

タ 1 は、 インバ一タケ一ス （図示せず） に接続 される高圧雌 コネクタであ り

、 インバ一タ内部 にある端子台 （図示せず） に嵌合 することによ リインバ一

夕に取 り付 け られる。 なお、 図 9 は、 図 8 (縦 断面図） に対応する斜視 図で

、 ロック部 3 5 〜 3 8 、 5 2 〜 5 4 の構造 を分か りやす く説明するため、ハ

ゥジング 3 、 シール ドシェル 4 及び プロテ クタ 5 な どを一部破断 した状態で

示 してある。

[001 6] シール ドコネクタ 1 は、 図 3 及び図 4 に示すように、左右一対の端子 2 を

収容する略筒状 のハ ウジング 3 と、ハ ウジング 3 の外周 に配置 されたシール

ドシェル 4 と、ハ ウジング 3 の電線引出部 3 1 の外周 を覆 うように配置 され

た プロテ クタ 5 とを備 えている。ハ ウジング 3 の外周面及び シール ドシェル

4 の内周面間はシェルパ ッキン 6 によ り密封 され、ハ ウジング 3 の外周 には

ュニ ッ 卜パ ッキン 7 が設 け られている。

[001 7] —対 の端子 2 には電線 2 1 が接続 されている。 電線 2 1 は、ハ ウジング 3

内よ り電線引出方向 （図 9 の矢印 A で示す方向） に延び、途 中で下方 に折 り

曲がると共 に、 ゴ厶 プ一ッ 2 2 によ り覆われている。 ゴ厶 プ一ッ 2 2 は、 プ

ロテ クタ 5 によ り覆われている。

[001 8] ハ ウジ ング 3 の後端側 には、 電線 2 1 を外部へ引 き出すための電線引出部

3 1 と、 電線引出方向の直交方向に張 り出す フランジ部 3 0 とが設 け られて

いる。 電線引出部 3 1 には、 電線 2 1 を保持 する リアホル ダ 3 2 が設 け られ

、 リアホル ダ 3 2 よ り前端側 に、ハ ウジング 3 及び電線 2 1 間 を密封するゴ

厶栓 3 3 が設 け られている。

[001 9] ハ ウジ ング 3 の電線引出部 3 1 側 に位置するフランジ部 3 0 の面 3 4 には

、 プロテ クタ 5 の後述する立設側部 5 6 の上方 に配置 される左右一対のハ ウ



ジング側 ロック部 3 5 、 3 6 が設けられている。 これ らのロック部 3 5 、 3

6 は、 フランジ部 3 0 の面 3 4 よ り突出 し、電線引出部 3 1 の電線引出方向

に延びる被係止部 3 5 a 、 3 6 a と、被係止部 3 5 a 、 3 6 a に係止された

プロテクタ 5 に設けられたロック部 5 2 、 5 3 の電線引出方向への変移 を阻

止するス トッパ部 3 5 b 、 3 6 b とをそれぞれ有する。

[0020] ハ ウジング 3 には、左右一対のハ ウジング側 ロック部 3 5 、 3 6 と共に、

これより内側 に配置される左右一対のハ ウジング側補助 ロック部 3 7 、 3 8

がそれぞれ設けられている。 これ らの補助 ロック部 3 7 、 3 8 は、 フランジ

部 3 0 の面 3 4 よ り突出 し、電線引出部 3 1 の電線引出方向に延びる位置規

制部 3 7 a 、 3 8 a と、後述するプロテクタ側補助 ロック部 5 4 の電線引出

方向への変移 を阻止するス トツパ部 3 7 b 、 3 8 b とをそれぞれ有する。

[0021 ] シール ドシェル 4 には、ハ ウジング側 ロック部 3 5 、 3 6 がそれぞれ揷通

される揷通孔 4 1 ， 4 2 と、ハ ウジング側補助 ロック部 3 7 、 3 8 がそれぞ

れ揷通される揷通孔 4 3 ， 4 4 とが設けられている。

[0022] プロテクタ 5 は、ベ一ス部材 5 A と、ベ一ス部材 5 A にヒンジ部 5 1 を介

して上下開閉可能に設けられたカバ一 5 B とか ら構成 されている。ベース部

材 5 A は、底板部 5 5 と底板部 5 5 の左右両端 より立設された一対の立設側

部 5 6 とを有する。カバ一 5 B は、ベ一ス部材 5 A の上面側、左右側面側及

び後面側 を覆 う形状 を有する。 ヒンジ部 5 1 は、一方の立設側部 5 6 とカバ

- 5 B の一端側 を連結 している。カバ一 5 B は、 ヒンジ部 5 1 の橈み変形 を

利用 してベース部材 5 A の上面側、左右側面側及び後面側 を覆 う閉塞位置 （

図 3 、図 4 等の位置） と、 これ らの空間を開放する開放位置 との間で変位で

きる。つまり、 プロテクタ 5 は、ベ一ス部材 5 A とカバ一 5 B をヒンジ部 5

1 を介 して連結され、カバ一 5 B がべ一ス部材 5 A の少な くとも組み付 け方

向 （上面側）の領域 を開閉可能に設けられている。カバ一 5 B は、閉塞位置

では、ベ一ス部材 5 A の係止爪 5 7 とカバ一 5 B の係止穴 5 8 とが係止する

ことによってべ一ス部材 5 A にロックされる （図 3 参照）。

[0023] プロテクタ 5 の各立設側部 5 6 の上方には、ハ ウジング側 ロック部 3 5 、



3 6 にそれぞれ係止される左右一対のプロテクタ側ロック部 5 2 、 5 3 が設

けられている。これらのロック部 5 2 、 5 3 は、立設側部 5 6 より上方に突

出し、電線引出方向の直交方向 （図 9 の矢印 B、C で示す方向）に橈み変形

するァ一厶部 5 2 a 、 5 3 a と、ァ一厶部 5 2 a 、 5 3 a の先端側に設けら

れた係止爪部 5 2 b 、 5 3 b とをそれぞれ有する。また、プロテクタ 5 の各

立設側部 5 6 には、左右一対のプロテクタ側ロック部 5 2 、 5 3 と共に、左

右一対のプロテクタ側補助ロック部 5 4 がそれぞれ設けられている。これら

の補助ロック部 5 4 は、プロテクタ側ロック部 5 2 、 5 3 より内側に配置さ

れている。補助ロック部 5 4 の上部には、上方ス トッパ段差面 5 4 a が設け

られている。プロテクタ 5 の組み付け時に、上方ス トッパ段差面 5 4 a に位

置規制部 3 7 a 、 3 8 a がそれぞれ当接することにより、プロテクタ 5 の位

置決めが行われる。

[0024] 上記構成において、シール ドコネクタ 1 の組立時に、ハウジング3 にシェ

ルパッキン6 及びシール ドシェル 4 を装着 して、ハウジング3 に端子 2 、電

線 2 1、及び リァホルダ3 を組み込み、電線 2 1 を覆うようにゴ厶プ一ッ

2 2 を装着 し、カバ一 5 B を開放位置としたプロテクタ 5 を電線引出方向の

直交方向 （図 9 の矢印Dで示す方向）よりハウジング3 に組み付けする。 こ

れにより、ハウジング3 のフランジ部 3 0 の面 （すなわち電線引出部 3 1側

の面） 3 4 に当接 したシール ドシェル 4 の箇所をハウジング3 のフランジ部

3 0 とプロテクタ 5 に挟み込み、この状態でハウジング側ロック部 3 5 、 3

6 とプロテクタ側ロック部 5 2 、 5 3 を係止するので、シール ドシェル 4 が

プロテクタ 5 を介 してハウジング3 に固定される。プロテクタ 5 のカバ一 5

B を閉塞位置に変位させ、カバ一 5 B をべ一ス部材 5 A にロックする。これ

により、ハウジング3 の後面側より引き出された電線 2 1 の箇所がプロテク

タ 5 で覆われる。

[0025] また、上記のようにプロテクタ 5 が電線引出方向の直交方向よりハウジン

グ3 に組み付けされると、一対のプロテクタ側ロック部 5 2 、 5 3 は、ァ一

厶部 5 2 a 、 5 3 a がそれぞれ互いに逆方向、すなわち図 9 の矢印 B、C で



示す方向に橈み変形 して各係止爪部 5 2 b 、 5 3 b が被係止部 3 5 a 、 3 6

a に係止する。同時に、一対のプロテクタ側補助ロック部 5 4 は、ハウジン

グ側補助ロック部 3 7 、 3 8 の各位置規制部 3 7 a 、 3 8 a と各ス トツバ部

3 7 b 、 3 8 b に係止する。

[0026] 以上説明 したように、ハウジング3 の電線引出部 3 1側に位置するフラン

ジ部 3 0 の面 3 4 にシール ドシェル 4 を当接 した状態でシール ドシェル 4 を

ハウジング3 に固定できる。このため、ハウジング3 の電線引出部 3 1側の

面 3 4 にシール ドシェル 4 を固定するための隙間が必要なく、シール ドコネ

クタ 1 の小型化を図ることができる。

[0027] プロテクタ 5 は、ベ一ス部材 5 A とカバ一 5 B をヒンジ部 5 1 を介 して連

結され、カバ一 5 B がべ一ス部材 5 A の少なくとも組み付け方向の領域を開

閉可能に設けられている。従って、プロテクタ 5 をハウジング3 の電線引出

方向の直交方向より組み付けする際に、カバ一 5 B を電線Wに干渉させるこ

となくベース部材 5 A を所定の組み付け位置に移動でき、プロテクタ 5 の組

み付けができる。カバ一 5 B は、 ヒンジ部 5 1 を介 してべ一ス部材 5 A に連

結されているため、カバ一 5 B のべ一ス部材 5 A への組み付けを容易、且つ

、確実に行うことができる。又、プロテクタ 5 の組み付け後に、閉塞位置の

カバ一 B を開放位置とすることによってプロテクタ 5 内の状態を容易に確認

できる。カバ一 5 B は、 ヒンジ部 5 1 を介 してべ一ス部材 5 A に連結されな

い分離された部材であつても良い。

[0028] プロテクタ 5 とハウジング3 間は、組み付け解除方向 （図 9 の矢印 E で示

す方向）について、各係止爪部 5 2 b 、 5 3 b 及び各被係止部 3 5 a 、 3 6

a によって変移が阻止され、電線引出方向 （すなわちプロテクタ 5 とハウジ

ング3 の離間方向）について、ァ一厶部 5 2 a 、 5 3 a とス トッパ部 3 5 b

、 3 6 b とによって変移が阻止される。従って、プロテクタ 5 とハウジング

3 間は、強固に固定される。このため、シール ドシェル 4 をハウジング3 に

強固に固定できる。

[0029] —対のハウジング側補助ロック部 3 7 、 3 8 とプロテクタ側補助ロック部



5 4 は、ァ一厶部 5 2 a 、 5 3 a の橈み方向への変移と電線引出方向への変

移を阻止するため、プロテクタ 5 とハウジング3 間は、更に強固に固定され

る。このため、シール ドシェル 4 をハウジング3 に更に強固に固定できる。

[0030] プロテクタ 5 の外側に露出する状態でプロテクタ側ロック部 5 2 、 5 3 と

ハウジング側ロック部 3 5 、 3 6 が係止するので、プロテクタ 5 の外部から

目視で係止の有無を確認できる。

[0031 ] このように、本発明は、ここでは記載 していない様々な実施の形態などを

含むことは勿論である。 したがって、本発明の技術的範囲は、上述の説明か

ら妥当な特許請求の範囲に係る発明特定事項によってのみ定められる。

[0032] 特願 2 0 1 3 —0 9 7 4 1 2 号 （出願日 ：2 0 1 3 年 5 月 7 日）の全内容

は、ここに援用される。



請求の範囲

[ 請求項 1 ] 端子を収容 し、電線引出部 と前記電線引出部側の面 に設 け られたハ

ゥジング側 ロック部 とを有するハ ウジングと、

前記 / \ ゥジングの外周 に配置 されたシール ドシェル と、

前記ハ ウジング側 ロック部 と係止するプロテクタ側 ロック部 を有 し

、前記ハ ウジングの前記電線引出部の外周 を覆 うように配置 されるプ

ロテク夕と、

を備 え、

前記 / ゥヽジング側 ロック部 と前記 プロテクタ側 ロック部 とは、前

記ハ ウジングの前記電線弓I出部側の面 に当接 した前記シール ドシェル

の箇所が前記 / \ ゥジングと前記 プロテク夕とに挟み込 まれた状態で、

互いに係止 して、前記シール ドシェル を前記 プロテクタを介 して前記

ハ ウジングに固定する

シール ドコネクタ。

[ 請求項 2 ] 前記 プロテクタは、

ベ一ス部材 と、

前記べ一ス部材 とヒンジ部 を介 して連結 され、前記べ一ス部材の

少な くとも組み付 け方向の領域 を開閉可能 に設 け られたカバ一 と、

を備 えた

請求項 1 記載のシール ドコネクタ。

[ 請求項 3 ] 前記 / \ ゥジング側 ロック部及び前記 プロテクタ側 ロック部 は、左右

一対設 け られ、

前記一対のハ ウジング側 ロック部のそれぞれは、

前記電線引出部の電線引出方向に延び る被係止部 と、

前記被係止部 に係止された前記 プロテクタ側 ロック部の前記電線

引出方向への変移 を阻止するス 卜ツバ部 と、

を有 し、

前記一対のプロテクタ側 ロック部のそれぞれは、



前記電線引出方向の直交方向に橈み変形するアーム部 と、

前記 アーム部の先端側 に設 け られた係止爪部 と、

を有 し、

前記 プロテクタが前記電線弓I出方向の直交方向よ り前記 / ゥジング

に組み付 けされると、前記 ァ一厶部がそれぞれ互いに逆方向に橈み変

形 して前記各係止爪部が前記被係止部 に係止する

請求項 1又は請求項 2 に記載のシール ドコネクタ。

[ 請求項 4] 前記ハ ウジングは、一対のハ ウジング側補助 ロック部 を有 し、

前記 プロテクタは、一対のプロテクタ側補助 ロック部 を有 し、

前記一対のハ ウジング側補助 ロック部のそれぞれは、

前記電線引出部の前記電線引出方向に延び る位置規制部 と、

前記 プロテクタ側補助 ロック部の前記電線引出方向への変移 を阻

止するス トツパ咅 と、

を有 し、

前記 プロテクタが前記電線弓I出方向の直交方向よ り前記 / ゥジング

に組み付 けされると、前記一対のプロテクタ側補助 ロック部 は、前記

一対のハ ウジング側補助 ロック部の前記各位置規制部 と前記各ス 卜ッ

パ部 に係止する

請求項 3 記載のシール ドコネクタ。
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